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Ⅰ 調査の概要 

 登録団体代表者向け 小・中学校長向け 

目的 

現在の利用状況や改善要望等を調

査し、利用者の実態把握やニーズの

検証を行い、利便性向上に繋げる。 

本事業による教育活動への影響や

施設管理上の課題等を調査し、教職

員の負担軽減や運営改善に繋げる。 

送付数 １，２０１名 １０１名 

回答数 ６５９名 １０１名 

回答率 ５５％ １００％ 

方法 

ア 登録メールアドレス宛てにフ

ォームを送信 

イ 自宅宛て郵送 

※ メール未達の場合 

校務支援システムにて、フォームを

送信 

 

 

 

≪集計結果について≫ 

※ 択一回答の設問であっても、複数回答があるため回答数を超えている場合があり

ます。 
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Ⅱ 登録団体代表者向けの調査結果について 

１ 登録校種別について 

 

２ 主な活動場所について 

 

３ 体育館を半面単位の貸出とした場合、半面だけで活動できるか 
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４ 半面利用ができない理由（複数回答可） 

 

５ 現在の利用日時、利用枠数に満足しているか 

 

６ 上記５で否定的回答をした理由（上記５で否定的回答をした方に質問） 

 

 

 

【「その他」の主な回答】 

①フルコート使わないと練習 

ができないため 

②参加者に小さな子どもが多 

く、複数団体いると安全管理 

に支障をきたすため 

87％が肯定的回答 
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７ 登録校以外の学校を利用できるとしたら利用したいと思うか 

 

８ 上記７で利用したいと回答した場合、どの範囲なら利用したいか 

 

９ 上記７で利用したいと思わないと回答した理由 

 

 

 

【「その他」の主な回答】 

①駅から近い学校 

【「その他」の主な回答】 

①子ども・高齢者が多いから 

②荷物の運搬が大変だから 
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１０ 利用調整会議の開催頻度について 

 

１１ 上記１０で「多すぎる」又は「少なすぎる」と回答した方が妥当 

だと思う会議開催の頻度 

 

１２ 利用申請がオンライン化したら利用したいか 

 

82％が肯定的回答 
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Ⅲ 小・中学校長向けの調査結果について 

１ 利用調整会議の開催頻度 

  

２ 利用調整会議の開始時間（単位：校数） 

  

３ 利用調整会議に要する時間（平均） 
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４ 利用調整会議に教職員が出席している学校の割合 

   

５ ルール・マナー違反を見聞きしたことのある学校の割合 

 

６ ペナルティ制度が必要だと思うか 
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７ 学校開放事業に要する教職員の業務時間数（単位：分／１か月あたり） 

 

８ 学校開放事業に係る業務負担を軽減・解消するために、どのような 

対策が効果的だと思うか（自由記述） 

【主な回答】 ※ 回答が多い順 

① 教職員が利用調整会議に出席しなくて済む仕組みづくり ３２件 

② 学校開放事業関連業務に教職員が携わらなくて済む仕組みづくり ２９件 

③ 利用申請手続き等のオンライン化 ２３件 
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